予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費
	事業名　新飛騨牛輸出施設整備事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　農政部　農産物流通課　輸出戦略・広域流通係　電話番号：058-272-1111（内2853）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　30,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	30,000
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	30,000
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・これまで岐阜県では「観光、食、モノ」を一体的にＰＲする飛騨・美濃輸出戦略プロジェクトに取り組んでおり、食においてはアセアン地域をターゲットに飛騨牛、富有柿といったトップブランドを中心に取り組み、香港、シンガポール、タイに継続して輸出している。

・一方で、平成24年度末にＥＵ向け牛肉輸出が解禁となり、新たな輸出ターゲットとしてのＥＵや、世界の人口の1/4を占め、経済成長著しいイスラム圏が注目されているが、これらの国々への牛肉輸出にはＥＵ向けの基準を満たした食肉処理施設であることの認定やハラール認証を取得する必要がある。

（２）事業内容
・施設認定に必要な施設整備（30,000千円）

　　　　ＥＵ向け施設認定には、これまでの香港等の施設認定基準に加えて、

動物福祉や衛生管理等が必要となるため、基準を満たすために施設改修
等が必要となっている。イスラム圏向けハラール認証取得には、食肉処

理行程が他国基準とは異なるため、別に保管管理場所を整備する等の施
設改修が必要となっている。

（３）県負担・補助率の考え方
　　　補助率：１／２
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	30,000
	施設整備にかかる助成金

	合計
	30,000
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　・長期構想

　　　Ⅱ－２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　　　　　　　多様な流通・販売ルートを確保する。
・ぎふ農業・農村基本計画

戦略的な流通・販売として、海外への輸出促進を図ることとする。

（２）国・他県の状況

　　　国においては、ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）交渉参加に伴い、攻めの農業対策本部の設置や、新たに農林水産物の輸出１兆円を目指した国別・品目別輸出戦略を策定する等、国全体での輸出促進への取組をさらに加速している。

また、全国的に輸出促進への取組は実施されており、栃木県実施の取組状況調査によると40自治体のうち33自治体で、輸出促進のための組織を農業団体等と構成して各種取組を進めている。
その他、ＥＵ向け施設認定については、すでに申請した食肉処理施設事業者があるとのことから、ＥＵ市場開拓のうえでも迅速な対応が必要である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　飛騨牛の輸出を可能にするために、食肉処理施設の施設認定を取得する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	飛騨牛のＥＵ及びイスラム圏向け年間輸出量（kg）
	0
（H25）
	
	
	
	150
（H27）
	％



○指標を設定することができない場合の理由

	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	国内市場の縮小が見込まれる中、岐阜県産農産物の輸出促進及びブランド価値向上のため、必要性は高い。
ＥＵへの牛肉輸出はこれまで不可能だったが、平成24年度末に解禁となったことから、新たな市場としてのＥＵは有望である。

また、経済発展が著しいイスラム圏への牛肉輸出は、国が有望な市場として位置づけ解禁に向けて交渉しており、近い将来解禁となることが見込まれている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
国においては、ＴＰＰ交渉参加に伴い輸出促進への取組をさらに加速しているため、県としても輸出促進への取組継続が不可欠である。
今回、ターゲットとするフランスについては、牛肉輸出が可能となったことから施設認定を取得する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　国内市場の縮小が見込まれる中、関係者からのニーズもあり、牛肉輸出が可能になったＥＵ及びイスラム圏をターゲットに加えて輸出先国、品目の拡大に継続して取り組んでいく。


